
青年就農支援事業「準備型」実施要綱  

 

第１ 趣旨  

   農業従事者の高齢化が急速に進展する中、持続可能な力強い農業を実現する

には、次世代を担う農業者の育成・確保に向けた取組を総合的に講じていく必

要がある。  

   新規就農や経営継承をするに当たっては、技術の習得や所得の確保等が課題

となっていることから、次世代を担う農業者となることを志向する就農希望者

や新規就農者に対し、資金の交付を行うことにより、青年の就農意欲の喚起を

図り、農政新時代に必要な人材力の強化を図る。  

 

第２ 事業実施主体  

新潟県（以下「県」という。）又は市町村  

 

第３ 事業の内容  

次世代を担う農業者となることを志向し、就農に向けて、研修機関等におい

て研修を受ける者に対し、資金を交付する。  

 

第４ 資金の交付要件等  

事業実施主体は、令和３年度までに本事業に採択された交付対象者に対し、

承認された交付期間に応じた資金を予算の範囲内で交付する。  

 

第５ 関係機関との連携 

１ 本事業の実施に当たって、県、地域振興局、県青年農業者等育成センター、農地中

間管理機構（農地中間管理事業の推進に関する法律第２条第４項に規定する者

をいう。）、市町村、農業協同組合、農業委員会等の関係機関は互いに密接に連携し、

支援対象者が円滑に就農し、地域の中心的農業経営者となっていくまで、丁寧にフォ

ローするものとする。  

２ 事業実施主体は、交付対象者が研修終了後、円滑に就農し、定着できるよう、就農

に向けた相談体制を構築し、就農先の紹介や経営開始に当たっての農地、資金の確保

等の交付対象者の就農に向けた課題に対し、認定研修機関、就農先、地域の関係機関

と連携してサポートするとともに、当該サポート体制について公表するものとする。 

  また、事業実施主体は、研修に係る相談窓口を設置し、交付対象者から研修に関す

る相談を受けた場合は、交付対象者が適切な研修を受けられるよう、必要に応じて認

定研修機関へ改善指導を行う等、適切に対応しなければならない。 

  なお、事業実施主体が県である場合の研修に係る相談窓口については、次のとおり

とする。 

  （１）研修先が認定研修機関の場合は、当該研修先を管轄する地域振興局とする。

交付対象者から研修に関する相談を受けた地域振興局は、交付対象者が適切な

研修を受けられるよう、必要に応じて認定研修機関へ改善指導を行うこととす

る。 

（２）研修先が教育型研修機関の場合は、本事業の担当窓口（以下「担当窓口」と

いう。）を設置した上で、当該担当窓口とする。交付対象者から研修に関する

相談を受けた担当窓口は、交付対象者が適切な研修を受けられるよう、必要に



応じて改善を図るとともに、農林水産部経営普及課と情報共有を図ることとす

る。農林水産部経営普及課は必要に応じて教育型研修機関へ改善指導を行うこ

ととする。 

 

第６ 事業申請等の手続き 

   事業実施主体が市町村の場合は、青年就農支援事業「経営開始型」実施要綱

第４により事業申請等の手続を行うものとする。ただし、同要綱第４の４のな

お書きの「交付対象者の青年等就農計画に農業次世代人材投資資金申請追加資

料（別紙様式第３号）を添付したもの（以下「青年等就農計画等」という。）」

は、「交付対象者の研修計画」と読み替えるものとする。  

 

第７ その他  

 １ 事業実施主体は、本事業が適切に実施されたかどうか及び本事業の効果を確

認するため、交付対象者に対し、必要な事項の報告を求め、及び現地への立入

検査を行うことができる。  

 ２ 事業実施主体は、偽りその他の不正行為により、本来受給することができな

い資金を不正に受給したことが明らかとなった場合、不正行為を行った者の氏

名及びその内容を公表する。  

 ３ 事業の実施については、この要綱に定めるもののほか、農業人材力強化総合

支援事業実施要綱（平成 24 年４月６日付け 23 経営 3543 号農林水産事務次官

依命通知）及び新潟県補助金等交付規則（昭和 37 年 2 月 12 日新潟県規則第 7

号）に定めるところによる。  

 

附 則 

 この要綱は、平成 24 年８月７日より施行し、平成 24 年４月６日から適用する。  

 

附 則 

 この要綱は、平成 24 年 10 月３日より施行し、平成 24 年９月 10 日から適用する。 

 

附 則 

 １ この要綱は、平成 25 年４月 12 日より施行し、平成 25 年２月 26 日から適用す

る。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定に

基づき実施している事業に対する同要綱の運用については、なお従前の例によ

るものとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱

を適用するものとする。  

・改正後の第５の６の（２）、第６及び第７  

 

附 則  

 １ この要綱は、平成 25 年６月７日より施行し、平成 25 年５月 16 日から適用

する。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定に

基づき実施している事業に対する同要綱の運用については、なお従前の例によ

るものとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱



を適用するものとする。  

   ・改正後の第５の４  

 

附 則  

 この要綱は、平成 25 年 10 月１日から施行する。  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 26 年３月 12 日から施行し、平成 26 年２月６日から適用

する。ただし、適用日までに申請のあったものについては、なお従前のとおり

とする。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定に

基づき実施している事業に対する同要綱の運用については、なお従前の例によるも

のとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱を適用する

ものとする。 

  ・改正後の第４の１の（６）及び第６ 

 

附 則  

１ この要綱は、平成 26 年４月 22 日から施行し、平成 26 年４月１日から適用

する。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定に

基づき実施している事業に対する同要綱の運用については、なお従前の例によるも

のとする。 

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 27 年２月 12 日から施行し、平成 27 年２月３日から適用

する。ただし、適用日までに申請のあったものについては、なお従前の例によ

るものとする。  

  ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定

に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例に

よるものとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要

綱を適用するものとする。  

   ・改正後の第５の４及び第５の５  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 27 年４月 15 日から施行し、平成 27 年４月９日から適用

する。  

  ２  この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定

に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例に

よるものとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要

綱を適用するものとする。  

・改正後の第４の３の（６）  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 27 年 11 月 11 日から施行し、平成 27 年 10 月１日から適



用する。  

  ２  この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定

に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例に

よるものとする。  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 28 年４月 21 日から施行し、平成 28 年４月１日から適用

する。  

  ２   この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定

に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例に

よるものとする。  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 29 年５月 16 日から施行し、平成 29 年４月１日から適用

する。  

  ２  この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型給付金」実施要綱の規定

に基づき実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例に

よるものとする。  

 

附 則  

  １ この要綱は、平成 29 年８月 10 日から施行し、平成 29 年７月 13 日から適用

する。  

 

附 則  

 １ この要綱は、平成 29 年９月 26 日から施行し、平成 29 年８月 29 日から適用

する。  

 

附 則  

 １ この要綱は、平成 30 年４月 27 日から施行し、平成 30 年４月１日から適用

する。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によるも

のとする。  

 

附 則  

 １ この要綱は、平成 30 年 11 月５日から施行し、平成 30 年 10 月９日から適用

する。  

 

附 則  

 １ この要綱は、令和元年５月 20 日から施行し、平成 31 年４月１日から適用す

る。  

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によるも

のとする。  



ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱を適用するも

のとする。  

  ・改正後の第４の３の（５）及び第５の６の（２）  

  ・改正後の別紙様式第５号及び別紙様式第 18 号の１  

 

附 則  

 １ この要綱は、令和元年６月 18 日から施行し、令和元年６月 18 日から適用す

る。  

 

附 則  

１ この要綱は、令和２年６月 15 日から施行し、令和２年４月１日から適用す

る。  

２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によるも

のとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱を適

用するものとする。  

・改正後の第５の７の（１）及び第５の 11 の（６）  

・改正後の別紙様式第６号、別紙様式第 12 号の１、別紙様式第 15 号及び別紙

様式第 18 号の１  

３ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き交付を受けている者が、改正後に第４の１の（２）のアに規定する審査要領

に基づき、研修先を変更する場合、以下の規定についてはこの通知による改正

後の同要綱を適用するものとする。  

 ・改正後の第４の１の（２）のア及びウ、第５の６の（２）のウ  

 ・改正後の別紙様式第１号の別添３及び別添７、別紙様式第４号の１、別紙様

式第４ 号の２、別紙様式第５号  

 

附 則 

 １ この要綱は、令和３年４月 16 日に施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によるも

のとする。ただし、以下の規定についてはこの通知による改正後の同要綱を適

用するものとする。  

  ・改正後の第４の４の（２）、第５の７の（１）、第５の９の（１）及び（５）、

第５の 11 の（１）、第５の 12 の（１）並びに改正前の第４の１の（７） 

・改正後の別紙様式第１号から第 20 号まで 

 

附 則 

１ この要綱は、令和４年４月 18 日から施行し、令和４年４月１日から適用す 

る。 

 ２ この通知による改正前の青年就農支援事業「準備型」実施要綱の規定に基づ

き実施している事業に対する同要綱の適用については、なお従前の例によるも

のとする。また、改正前の同要綱の第５の 12 の（１）のイについては、「別記

２農の雇用事業の第６の６、新規就農者確保加速化対策実施要綱（令和３年１



月 28 日付け２経営第 2558 号農林水産事務次官依命通知）の別記２就職氷河期

世代雇用就農者実践研修支援事業の第６の５、新規就農者確保緊急対策実施要

綱（令和３年 12 月 20 日付け３経営第 1996 号農林水産事務次官依命通知）の

別記２雇用就農者実践研修支援事業の第６の４、新規就農者育成総合対策（令

和４年３月 29 日付け３経営第 3142 号農林水産事務次官依命通知）の別記３雇

用就農資金第６の６による確認結果について、それぞれの事業実施主体に紹介

する。」を適用するものとする。 

３ この通知の施行の際、現にあるこの通知による改正前の様式（次項において

「旧様式」という。）により使用されている書類は、この通知による改正後の

様式によるものとみなす。 

４ この通知の施行の際、現にある旧様式による用紙については、当分の間、こ

れを取り繕って使用することができる。 


